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(57) Abstract: A n obiective of the present invention i s to
[ 図 desiraoly convey toner from a developer solution housing

chamber to a developing chamber even i f a coupling part i s
disposed in an aperture part through which the developer
solution housing chamber and the developing chamber com
municate, in order to reinforce a device. A sheet member
which conveys the developer solution ：from the aperture part
external to the developer solution housing chamber com
prises an intrusion part which extends ：from a ：free end of the
sheet member and i s formed by a first notch in a location
which intersects with the coupling part when viewed in a
direction with i s orthogonal to the longitudinal direction, in
trudes outward from the interior of the developer solution
housing chamber, and overlaps with the location of the
coupling part when viewed in the direction which i s ortho
gonal to the longitudinal direction of an axle member.

(57) 要約： 装置を補強するために、現像剤収容
室と現像室を連通する開口部に連結部を設けた

< 場合でも現像剤収容室か ら現像室へ トナーを良
好に搬送することを目的とする。 現像剤を開
口部か ら現像剤収容室の外部に搬送するシ一 ト
部材は、シー ト部材の自由端か ら延び、長手方
向と直交する方向か ら見て連結部と交差する位
置にある第 1 の切込みによって形成された侵入
部であって、現像剤収容室の内部か ら外部に侵
入 して、軸部材の長手方向と直交する方向から
見て連結部と位置が重なる侵入部を有する。
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明 細 書

発明の名称 ：

現像剤収容室、現像装置、 プロセスカー トリッジ、画像形成装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、画像形成装置および、画像形成装置に用い られる現像剤収容室

、現像装置及び、 プロセス力一 卜リッジに関するものである。

[0002] ここで、画像形成装置 とは、記録媒体に画像 を形成するものである。例え

ば、電子写真画像形成 プロセスを用いた電子写真複写機、電子写真 プ リンタ

- ( L E D プ リンタ一、 レーザ ビームプ リンタなど）、電子写真 ファクシミ

リ装置などが含 まれる。

[0003] 現像剤収容室 とは内部 に現像剤 を収容するものである。 また現像装置 とは

、現像剤担持体 と、現像剤収容室 とを有するものである。 また、 プロセス力

— 卜リツジとは，像担持体 と、現像剤担持体を一体的に力一 卜リッジ化 し、

この力一 トリッジを画像形成装置本体に対 して着脱可能 とするものである。

背景技術

[0004] 従来、電子写真画像形成 プロセスを用いた画像形成装置においては、像担

持体および像担持体に作用するプロセス手段 を一体的に力一 卜リッジ化 して

、 この力一 卜リッジを画像形成装置に着脱可能 とする力一 卜リッジ方式が採

用されている。 この力一 卜リッジ方式によれば、装置のメンテナンスをサ一

ビスマンによらずユーザ一自身で行 うことができるので、格段 に操作性 を向

上させることができる。そこで、 この力一 卜リッジ方式は、画像形成装置に

おいて広 く用い られている。

[0005] 従来、 プロセス力一 卜リッジには、像担持体に形成 された静電潜像 を現像

剤 によつて現像する現像装置が設けられている。 この現像装置は、現像剤担

持体を内部 に配置する現像室 と、現像剤 を内部 に収容する現像剤収容室を有

する。現像室 と現像剤収容室の間には、現像剤が出入 り可能なように開口部

(現像開口）が設けられ、撹拌手段 によって現像剤 を現像剤収容室か ら現像



剤収容室に供給するように している。

[0006] 撹拌手段は、現像剤収容室に回転可能に設けられた軸部材 と、軸部材に固

定された弾性シ一 卜によって構成 される。 ここで撹拌手段 によって、現像剤

を良好に現像室に供給すること及び、現像室内で高密度化 した現像剤 をほ ぐ

すことを目的と して、弾性シー 卜の先端部 を現像剤収容室か ら現像室に侵入

させる構成が知 られている （特許文献 1 参照）。

[0007] 一方、現像剤の通 り道である現像開口が現像装置に設けられることで現像

装置の強度が低下する可能性がある。そこで、現像開口の端部のうち、現像

剤担持体の軸線方向に伸びている対向する 2 辺 を、 リプ等の連結部で部分的

に連結 させ現像装置を補強する方法がある。

[0008] しか しこのとき、前述 した弾性シー トの先端部が連結部 に妨げられて現像

室に侵入できな くなる。 この問題 を解決するため、連結部 と接触 しないよう

、弾性シ一 卜に、連結部 と対応する位置において切 り欠 き形状 を設ける構成

がある （特許文献 2 参照）。 しか しこの構成であっても、連結部の周囲で現

像剤 を現像室に搬送できなかつた り、 連結部の裏側 に位置する現像剤 をほ ぐ

すことができな くなる場合がある。

[0009] また、現像室内にも攪拌手段 を別途設ける構成 もあるが、撹拌手段が計 2

個必要 となるためにコス トアップや装置の大型化を招 く場合がある （特許文

献 3 参照）。

先行技術文献

特許文献

[001 0] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 5 — 0 7 0 3 6 3 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 2 _ 0 4 0 7 8 8 号公報

特許文献3 ：特開平 0 2 — 2 8 5 3 7 4 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 1] 本発明は上記従来技術 における課題 を解決するためになされたものである



。 その 目的は、装置 を補強 す るため に、現像剤収容室 と現像室 を連通 す る開

口部 に連結部 を設 けた場合 で も現像剤収容室 か ら現像室へ トナー を良好 に搬

送 す る ことであ る。

課題を解決するための手段

[001 2 ] 上 記 目的 を達成 す るための本発 明の代表 的な構成 は、

現像剤 を内部 に収容 す る現像剤収容室 において、

現像剤 が通過 す る開 口部 と、

前記現像剤収容室 の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 の長手方 向 と直交す る方 向 における、前記 開 口部 の一端部 と他

端部 とを連結 す る連結部 と、

前記軸部材 に固定 され、前記軸部材 が回転 した際 に、現像剤 を前記 開 口部

か ら前記現像剤収容室 の外部 に搬送 す るシー ト部材 と、

を備 え、

前記 シー ト部材 は、前記 シー ト部材 の 自由端 か ら延び、前記長手方 向 と直

交す る方 向か ら見て前記連結部 と交差 す る位置 にあ る第 1 の切込み によ って

形成 された侵 入部 であ つて、前記現像剤収容室 の内部 か ら外部 に侵 入 して、

前記軸部材 の長手方 向 と直交す る方 向か ら見て前記連結部 と位置 が重 な る侵

入部 を有 す る ことを特徴 とす る。

[001 3] また本発 明の別 の構成 は、

像担持体 に形成 された潜像 を現像 す る現像装置 において、

現像剤 を担持 す る現像剤担持体 と、

前記現像剤担持体 を内部 に配 す る現像室 と、

現像剤 を内部 に収容 す る現像剤収容室 と、

前記現像室 と前記現像剤収容室 とを連通 す る開 口部 と、

前記現像剤収容室 の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 に固定 され、前記軸部材 が回転 した際 に、現像剤 を前記剤収容

室 か ら前記現像室 に搬送 す るシー 卜部材 と、

前記軸部材 の長手方 向 と直交す る方 向 における、前記 開 口部 の一端部 と他



端部 とを連結する連結部 と、

を備 え、

前記シー ト部材は、前記シー ト部材の自由端か ら延び、前記長手方向 と直

交する方向か ら見て前記連結部 と交差する位置 にある第 1 の切込みによって

形成 された侵入部であ って、前記現像剤収容室か ら前記現像室 に侵入 して、

前記軸部材の長手方向 と直交する方向か ら見て前記連結部 と位置が重なる侵

入部 を有することを特徴 とする。

[0014] また本発明の別の構成 は、

画像形成装置本体 に着脱可能なプロセス力一 卜リッジにおいて、

潜像が形成 される像担持体 と、

前記潜像 を現像するための現像剤 を担持する現像剤担持体 と、

前記現像剤担持体 を内部 に配する現像室 と、

現像剤 を内部 に収容する現像剤収容室 と、

前記現像室 と前記現像剤収容室 とを連通する開口部 と、

前記現像剤収容室の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 に固定され、前記軸部材が回転 した際に、現像剤 を前記剤収容

室か ら前記現像室 に搬送するシー 卜部材 と、

前記軸部材の長手方向 と直交する方向における、前記開口部の一端部 と他

端部 とを連結する連結部 と、

を備 え、

前記シー ト部材は、前記シー ト部材の自由端か ら延び、前記長手方向 と直

交する方向か ら見て前記連結部 と交差する位置 にある第 1 の切込みによって

形成 された侵入部であ って、前記現像剤収容室か ら前記現像室 に侵入 して、

前記軸部材の長手方向 と直交する方向か ら見て前記連結部 と位置が重なる侵

入部 を有することを特徴 とする。

[001 5] また本発明の別の構成 は、

記録媒体 に画像 を形成する画像形成装置 において、

記録媒体 を搬送する搬送手段 と、



潜像 が形成 され る像担持体 と、

前記潜像 を現像 す るための現像剤 を担持 す る現像剤担持体 と、

前記現像剤担持体 を内部 に配 す る現像室 と、

現像剤 を内部 に収容 す る現像剤収容室 と、

前記現像室 と前記現像剤収容室 とを連通 す る開 口部 と、

前記現像剤収容室 の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 に固定 され、前記軸部材 が回転 した際 に、現像剤 を前記剤収容

室 か ら前記現像室 に搬送 す るシー 卜部材 と、

前記軸部材 の長手方 向 と直交す る方 向 における、前記 開 口部 の一端部 と他

端部 とを連結 す る連結部 と、

を備 え、

前記 シー ト部材 は、前記 シー ト部材 の 自由端 か ら延び、前記長手方 向 と直

交す る方 向か ら見て前記連結部 と交差 す る位置 にあ る第 1 の切込み によ って

形成 された侵 入部 であ って、前記現像剤収容室 か ら前記現像室 に侵 入 して、

前記軸部材 の長手方 向 と直交す る方 向か ら見て前記連結部 と位置 が重 な る侵

入部 を有 す る ことを特徴 とす る。

発 明の効果

[001 6] 現 像剤収容室 の開 口部 に、連結部 を設 けた場合 で も良好な トナーの搬送 を

実現 す る ことがで きる。

図面 の簡単 な説明

[001 7 ] [ 図 1] 第 1 実施形態 に係 る侵 入部 の挙動説 明図であ る。

[ 図2] 第 1 実施形態 に係 る画像形成装置 の全体模 式説 明図であ る。

[ 図3] 第 1 実施形態 に係 るプロセス力一 卜リッジの縦 断面説 明図であ る。

[ 図4 ] 第 1 実施形態 に係 る現像 開 口と弾性 シ一 卜の模 式説 明図であ る。

[ 図5A] 第 1 実施形態 に係 る第一搬送部 の挙動説 明縦 断面 図であ る。

[ 図5B] 第 1 実施形態 に係 る第一搬送部 の挙動説 明縦 断面 図であ る。

[ 図5C] 第 1 実施形態 に係 る第一搬送部 の挙動説 明縦 断面 図であ る。

[ 図5D] 第 1 実施形態 に係 る第一搬送部 の挙動説 明縦 断面 図であ る。



[ 図6] 第 1 実施形態に係る侵入部の挙動説明図である。

[ 図7A] 第 1 実施形態に係る現像開口と弾性シ一 卜の寸法関係を示す図である

[ 図7B] 第 1 実施形態に係る現像開口と弾性シ一 卜の寸法関係を示す図である

[ 図8] 第 1 実施形態に係る回避部の挙動説明縦断面図である。

[ 図9] 第 2 実施形態に係る現像開口と弾性シ一 卜の模式説明図である。

[ 図10] 第 3 実施形態に係る現像開口と弾性シ一 卜の模式説明図である。

[ 図11] 第 4 実施形態に係る現像開口と弾性シ一 卜の模式説明図である。

[ 図12] 第 5 実施形態に係る現像開口と弾性シ一 卜の模式説明図である。

[ 図13] 第 5 実施形態に係る現像開口と弾性シ一 卜の寸法関係を示す図である

発明を実施するための形態
[001 8] < 実施例 1 >

以下、本発明に係る現像装置、プロセス力一 卜リッジ及び画像形成装置を

図面に則 して説明する。

[001 9] 以下の説明において、プロセス力一 卜リッジの長手方向を単に長手方向と

呼ぶ。この長手方向は、像担持体 （感光体 ドラム）の長手方向 （軸線方向）

と一致 している。またプロセス力一 トリッジの短手方向を単に短手方向とよ

ぶ。この短手方向は、像担持体の回転軸と直交する方向であり、且つ記録媒

体の搬送方向と一致 している。また、プロセス力一 卜リッジに関 して、上方

とはプロセス力一 卜リッジを画像形成装置本体へ装着 した状態での上方、下

方とは同状態での下方をいうものとする。

[0020] [ 画像形成装置の全体構成]

まず、図 2 を参照 して本実施例の画像形成装置の全体構成について説明す

る。図 2 に示すレーザビームプリンタ 1 は、電子写真画像形成プロセスによ

つて記録媒体 P (例えば、記録紙、 O H P シ一 卜、布など）に現像剤による

画像を形成する画像形成装置である。 レーザープリンタ （以下、画像形成装



置） 1 は画像形成装置本体 1 a と通信可能に接続 されたパーソナル コンビュ

—タなどの外部機器か らの画像情報 に応 じて、画像 を形成する。

[0021 ] ドラム形状である像担持体 （以下、 「感光体 ドラム」 という） 2 の表面は

、帯電手段たる帯電 ローラ 3 によって一様 に帯電される。 この感光体 ドラム

2 に光学手段 （露光手段） 4 か ら画像情報 に応 じた レーザ光 L を照射 して感

光体 ドラム 2 に画像情報 に応 じた静電潜像 を形成する。 ここで形成 された感

光体 ドラム 2 上の静電潜像 を、後述の現像手段 によって現像剤たる 卜ナ一に

よって現像することで 卜ナ一像 を形成する。

[0022] —方、 卜ナ一像の形成 と同期 して、給送カセ ッ ト6 にセ ッ トした記録媒体

P をピックアップローラ 7 及び これに圧接する圧接部材 9 で一枚ずつ分離給

送する。そ して、記録媒体 P を搬送ガイ ド8 に沿 って転写手段 と しての転写

ローラ 1 0 へ と搬送する。次いで、記録媒体 P は感光体 ドラム 2 と一定の電

圧を印加された転写 ローラ 1 0 とで形成 される転写二 ップ部 を通る。 このと

き感光体 ドラム 2 上に形成 された 卜ナ一像が記録媒体 P に転写される。 卜ナ

—像の転写を受けた記録媒体 P は搬送ガイ ド1 1 で定着手段 1 2 へ と搬送さ

れる。

[0023] 定着手段 1 2 は駆動 ローラ 1 2 a 、及び ヒータ 1 2 b を内蔵する定着 口一

ラ 1 2 c を有する。定着手段 1 2 はこれ ら定着 ローラ 1 2 c と、駆動 ローラ

1 a とで形成 される二 ップ部 を通過する記録媒体 P に熱及び圧力を印加 し

て、転写された 卜ナ一像 を記録媒体 P に定着 させる。その後、記録媒体 P は

排出ローラ対 1 3 で搬送され、排出 卜レイ 1 4 へ と排出される。なお ピック

アップローラ 7 、圧接部材 9 、搬送ガイ ド8 、排出ローラ対 1 3 は レーザ一

プ リンタ 1 の内部で記録媒体を搬送する搬送手段 を構成する。

[0024] [ プロセス力一 卜リッジ]

次に、本実施形態の画像形成装置本体に着脱可能なプロセスカー 卜リッジ

5 について図 3 を参照 して説明する。

[0025] 図 3 において、現像手段 （以下、 「現像装置」 という） 2 0 は、現像剤 と

して本実施例では実質的に磁性樹脂 トナー粒子のみか らなる （外添剤 を含ん



でいてもよい）磁性 1成分現像剤 （卜ナ一） τ を収容する現像剤容器 （以下

、 「卜ナ一容器」という） 2 を有する。

[0026] この現像装置 2 0 には、現像剤担持体たる現像 口一ラ 2 2 と、現像 口一ラ

2 2 の表面上に トナー層を形成する現像剤層厚規制手段 （以下、 「規制部材

」という） 2 3 などが配置されている。

[0027] 現像 ローラ 2 2 は、固定磁石 2 7 を内蔵するローラである。 卜ナ一 T をそ

の表面に担持 し、感光体 ドラム 2 上に形成された静電潜像に 卜ナ一 T を供給

して可視画像を形成する。

[0028] 規制部材 2 3 は、 プレ一 ド支持部 2 3 a および、 このプレー ド支持部 2 3

a に一体成形も しくは接着されている現像 プレー ド2 3 b によって形成され

る。規制部材 2 3 は、現像 ローラに担持される 卜ナ一 T を帯電させ、さらに

現像 ローラに形成される 卜ナ一層が一定の厚さにあるように規制する。

[0029] 卜ナ一容器 2 1 内の 卜ナ一 T は、撹拌手段 2 6 が矢印 R 1 方向に回転する

ことによって 卜ナ一 T の通 り道である現像開口 3 5 を通 じて現像 ローラ 2 2

に送 り出される。

[0030] そ して、 卜ナ一 T は回転する現像 ローラ 2 2 と、規制部材 2 3 の現像 プレ

- ド2 3 b とによって摩擦帯電電荷を付与されるとともに、一定の層厚 とな

つた 卜ナ一層を、現像 ローラ 2 2 の表面に形成する。

[0031 ] 現像 ローラ 2 2 は感光体 ドラム 2 に対 して一定のクリァランスを保っため

、両端に回転可能に支持 した間隙保持部材であるスぺ一サコロ （図示せず）

を配置 している。そ して、付勢ばね （図示せず）により現像 口一ラ 2 2 は感

光体 ドラム 2 に押圧されており、表面に形成された 卜ナ一層を感光体 ドラム

2 の現像領域に供給する。

[0032] そ して、その 卜ナ一 T を感光体 ドラム 2 上に形成された静電潜像に応 じて

感光体 ドラム 2 へ転移させることによって 卜ナ一像を形成する。

[0033] 現像 ローラ 2 2 、規制部材 2 3 を支持する現像枠体 2 4 を、現像剤容器蓋

(以下、 「卜ナ一容器蓋」という） 2 9 と超音波溶着などにより固定 して 卜

ナ一容器 2 が構成される。 卜ナ一容器 2 は、現像剤収容室 2 4 a と、現



像室 2 9 a を有する。

[0034] 現像剤収容室 2 4 a は主に、現像枠体 2 4 によって構成され、内部に 卜ナ

—が収容される。また現像剤収容室 2 4 a の内部には撹拌手段 2 6 が配置さ

れる。撹拌手段 2 6 は、現像剤収容室 2 4 a から現像室 2 9 a に 卜ナ一を搬

送する。

[0035] 現像室 2 9 a は主に 卜ナ一容器蓋 2 9 によって構成され、その内部には現

像ローラ2 2 が配置される。現像ローラ2 2 と 卜ナ一容器蓋 2 9 との間に生

じる隙間には、隙間を塞 ぐようにシ一 卜部材 （吹き出し防止シ一 卜） 2 5 が

設けられている。吹き出し防止シ一 卜2 5 はこの隙間からトナーが漏洩する

のを防止する。

[0036] 感光体ュニッ卜3 0 には、静電潜像が形成される感光体 ドラム 2 と、帯電

ローラ3 と、クリーニング手段 3 1 とが、廃 卜ナ一収容部 3 2 a を形成する

ドラム枠体 3 2 に配置されている。帯電ローラ3 は感光層表面を一様に帯電

させるための帯電手段である。クリーニング手段 3 1 は、記録媒体 P に転写

されずに感光体 ドラム 2 上に付着 している残留 卜ナ一を感光体 ドラム 2 の表

面から搔き落とす。

[0037] 感光体 ドラム 2 は矢印A 方向に回転駆動される。帯電ローラ3 には一定の

電圧が印加され、感光体 ドラム 2 と接触 し、感光体 ドラム 2 の感光層表面を

― 木求に 電する。

[0038] 次いで、前述の露光手段 4 (図 2 参照）からの画像情報に応 じたレーザ光

を露光開口5 a を介 して感光体 ドラム 2 上に照射することにより、感光体 ド

ラム 2 上に静電潜像を形成する。その後、現像口一ラ2 2 によって感光体 ド

ラム 2 上に 卜ナ一像が形成される。

[0039] 画像形成装置本体 1 a に設けられた転写手段たる転写口一ラ 1 0 (図 2 参

照）に、感光体 ドラム 2 に形成された 卜ナ一像と逆極性の電圧を印加 して、

卜ナ一像を記録媒体 P に転写 した後、クリーニング手段 3 によって感光体

ドラム 2 上の残留 卜ナ一を除去する。

[0040] ここで、 クリ一ニング手段 3 は、プレ一ド支持部 3 1 a および、プレ一



ド支持部 3 a に一体成形も しくは接着されているクリーニング部材 （以下

、 「クリーニングプレー ド」という） 3 1 b で構成される。そ して、 このク

リ一ニングプレー ド3 1 b を感光体 ドラム 2 に当接させて感光体 ドラム 2 に

残留 した 卜ナ一 T を搔 き落 として廃 卜ナ一収容部 3 2 a に集める。

[0041 ] そ して、図 2 に示すように、 プロセス力一 卜リッジ 5 は、画像形成装置本

体 1 a に取 り外 し可能に装着される。

[0042] プロセス力一 卜リッジ 5 が適切に画像形成装置本体 1 a に装着されると、

画像形成装置本体側及びプロセスカー トリッジ側の接点 （図示せず）が電気

的に接続される。そ して、画像形成装置本体 1 a が備えた電圧印加手段 （図

示せず）か ら帯電ローラ 3 、現像 ローラ 2 2 に、それぞれ所定の帯電バイァ

ス、現像バイアスを印加可能な状態 となる。

[0043] また、同様に、 プロセス力一 卜リッジ 5 が適正に画像形成装置本体 1 a に

装着されると、画像形成装置本体側及びプロセス力一 卜リッジ側の駆動伝達

部 （図示せず）が連結される。そ して、画像形成装置本体 1 a が備える駆動

モータなどの駆動手段 （図示せず）か らの駆動力がプロセス力一 卜リッジ 5

に伝達可能な状態 となる。

[0044] 本実施例では、画像形成装置本体 1 a が備える駆動モータの駆動は、感光

体 ドラム 2 に伝達され、 この駆動力が、ギア列などの駆動伝達部を介 して現

像 ローラ 2 2 や、撹拌手段 2 6 などに伝達されるようになっている。

[0045] なお現像 ローラ 2 2 や撹拌手段 2 6 などの、 プロセス力一 卜リッジ 7 の各

要素を独立 して駆動する駆動手段を画像形成装置本体 1 a に独立 して複数設

けることも可能である。

[0046] [ 撹拌手段 ]

撹拌手段 2 6 について更に説明する。図 3 に示すように、撹拌手段 2 6 は

、現像剤収容室 2 4 a に回転可能に支持された軸部材 3 3 と、弾性シ一 卜3

4 によって構成されている。弾性シ一 卜3 4 は可撓性を有するシ一 卜部材で

あ り、軸部材 3 3 にその一端が固定されている。軸部材 3 3 の長手方向はプ

ロセス力一 卜リッジ 5 の長手方向と一致する。



[0047] 本実施例では、軸部材 3 3 の回転時に、弾性シ一 卜3 4 の自由端 （以下、

「弾性シ一 卜先端」と呼ぶ） 3 4 c の回転軌跡が 卜ナ一容器 2 1 の底 3 9 と

重な り、且つ弾性シ一 卜先端 3 4 c が現像室 2 9 a に侵入できるよう、弾性

シ一 卜3 4 の長さを設定 してある。従 って、弾性シ一 卜3 4 が 卜ナ一容器 2

の下方に位置するときは 卜ナ一容器 2 の底 3 9 と接触 し、たわんだ状態

で 卜ナ一容器 2 内に堆積する 卜ナ一を撹拌手段 2 6 の回転に伴 って撹拌す

る。そ して更に軸部材 3 3 が回転 し、弾性シ一 卜3 4 が現像開口3 5 に達 し

た際は、弾性シ一 卜3 4 のたわみが解放され、弾性シ一 卜先端 3 4 c が現像

室 2 9 a に侵入する。

[0048] [ 現像開口と弾性シ一 卜]

次に本発明の特徴である現像開口3 5 と弾性シ一 卜3 4 の構成及び挙動に

ついて図 1 及び図 4 〜図 7 を用いて説明する。

[0049] 図 4 は本実施例における現像開口3 5 と弾性シ一 卜3 4 の構成及び長手方

向における位置関係を示す図である。

[0050] 図 4 に示すように、現像開口3 5 は現像剤収容室 2 4 a と現像室 2 9 a (

図 3 参照）の間に設けられ、現像剤収容室 2 4 a と現像室 2 9 a を連通する

開口部である。現像開口3 5 には、長手方向に伸びる現像開口3 5 の 2 辺を

つなぎ、連結する連結部 3 6 が設けられている。つまり連結部 3 6 は、長手

方向と直交する方向における現像開口3 5 の一端部 （開口下方端部） 3 5 a

と、他端部 （開口上方端部） 3 5 b とを連結する。本実施例ではとくに連結

部 3 6 自体が、長手方向と直交する方向に延びるように形成 した。

[0051 ] また弾性シ一 卜3 4 は弾性シ一 卜3 4 を分割する切込み K により、第一搬

送部 3 4 」と、侵入部 3 4 a と、回避部 3 4 b に分割されている。第一搬送

部 3 4 j は、長手方向と直交する方向か らみて連結部 3 6 と重な らない領域

に設けられ、軸部材 3 3 が回転 した際に、現像剤を現像剤収容室か ら現像室

に搬送する。侵入部 3 4 a は、長手方向と直交する方向か らみて、連結部 3

6 と重なる領域に設けられ、軸部材 3 3 が回転 した際に、連結部 3 6 の裏に

回 りこんで現像室 2 9 a に侵入する。 また回避部 3 4 b は侵入部 3 4 a が現



像室 2 9 a に侵入 した際に、連結部 3 6 と当接する位置に設けられた当接部

である。回避部 3 4 b は、弾性シ一 卜3 4 が連結部 3 6 と当接 しても、弾性

シ一 卜3 4 の全体が変形することを回避する機能を有する。第一搬送部 3 4

j 、侵入部 3 4 a 、回避部 3 4 b の構成については以下、詳細に説明する。

[0052] まず本構成における現像開口3 5 と弾性シ一 卜3 4 の挙動について図 5 ~

図 8 及び図 1 を用いて説明する。図 5 A ~ D は現像開口3 5 に対する第一搬

送部 3 4 j の挙動を示 した図4 における断面図A であり、現像ローラ2 2 及

び規制部材 2 3 は省略 したものである。図 1及び図 6 は現像開口3 5 に対す

る侵入部 3 4 a の挙動を示 した斜視図である。図 7 A 、 7 B は弾性シ一 卜3

4 と現像開口3 5 との寸法関係を示すものであり、図 7 A は弾性シ一 卜3 4

の寸法関係を示す説明図である。また図 7 B は現像開口3 5 の寸法関係を示

した図4 における断面図 B であり、現像ローラ2 2 及び規制部材 2 3 は省略

したものである。また、図 8 は回避部 3 4 b が設けられていない場合の弾性

シ一 卜3 4 の挙動を示す図である。

[0053] まず、図 5 A ~ D を用いて現像開口3 5 に対する第一搬送部 3 4 j の挙動

を説明する。軸部材 3 3 が矢印 R 方向に回転することで第一搬送部 3 4 j

は図 5 A に示すよう現像剤収容室 2 4 a の底形状 3 9 を擦 りながら現像開口

3 5 へと近づいていく。そして現像開口3 5 における開口下方端部 3 5 a を

第一搬送部 3 4 j の先端 （自由端） 3 4 c 2 が通過すると第一搬送部 3 4 j

は変形から解放され、図 5 B に示すよう、先端 3 4 c 2 は現像室 2 9 a に侵

入する。先端 3 4 c 2 が現像室 2 9 a に侵入することで現像室 2 9 a 内の 卜

ナ一T を攪拌でき、現像室 2 9 a 内での 卜ナ一パッキングを防止できる。そ

の後、図 5 C に示すよう、軸部材 3 3 が矢印 R 1方向にさらに回転すること

で、第一搬送部 3 4 j は現像開口3 5 における開口上方端部 3 5 b に接触 し

、再び変形 しながら現像剤収容室 2 4 a へと進んでいく。そして先端 3 4 c

2 が開口上方端部 3 5 b を通過すると、第一搬送部 3 4 j は変形から解放さ

れ、図 5 D に示すよう、現像剤収容室 2 4 a へと戻る。

[0054] 以後この動作を繰 り返すことで現像剤収容室 2 4 a の トナーT を現像室 2



9 a へと搬送する。

[0055] 次に、図 1及び図 6 〜図 8 を用いて現像開口3 5 に対する侵入部 3 4 a 及

び回避部 3 4 b の挙動を説明する。

[0056] 侵入部 3 4 a は、現像剤収容室 2 4 a から、長手方向と直交する方向 （図

6 の矢印A 2 方向）に連結部 3 6 を見たとき連結部 3 6 の裏側に位置する領

域に侵入することを特徴とする。まず図 1 に示すよう、侵入部 3 4 a は開口

下方端部 3 5 a 付近で連結部 3 6 と接触 し、長手方向と略直行する連結部 3

6 の側面部である連結部側面 3 6 a に沿って変形を始める。そして、侵入部

3 4 a の先端 3 4 g が連結部側面 3 6 a を通過すると、図 6 に示すよう侵入

部 3 4 a は変形から解放され、侵入部 3 4 a の先端 3 4 c は現像室 2 9 a

へと入り込む。

[0057] ここで図 7 A に示すよう、軸部材 3 3 の回転中心Qから先端 3 4 c 1 及び

3 4 c 2 までの距離をL 、回転中心Qから侵入部 3 4 a の一端 3 4 e まで

の距離をL 2 とする。また、図 7 B に示すよう回転中心Qから連結部 3 6 の

現像室 2 9 a 側の面である連結部背面 3 6 c までの距離をL 5 とすると、 L

> L 2 > L 5 となるよう設定する。

[0058] これにより、弾性シ一 卜3 4 の先端 3 4 c が連結部 3 6 周 りを含む長手方

向略全域で現像室 2 9 a に侵入できる。すなわち弾性シ一 卜3 4 の先端 3 4

c を形成する侵入部 3 4 a の先端 3 4 c と、第一搬送部 3 4 j の先端 3 4

c の両方が現像室 2 9 a に侵入する。これにより、弾性シ一 卜3 4 は連結

部 3 6 が設けられている場合でも現像室 2 9 a 内を長手方向略全域で攪拌で

きる。

[0059] —方、回避部 3 4 b については図 7 A に示すよう、軸部材 3 3 の回転中心

Qから回避部 3 4 b の一端 3 4 d までの距離をL 3 、回転中心Qから回避部

3 4 b の他端 3 4 f までの距離をL 4 とする。また、図 7 B に示すよう回転

中心Qから連結部 3 6 の現像剤収容室 2 4 a 側の面である連結部正面 3 6 b

までの距離をL 6 とすると、 L 3 > L 6 > L 4 の関係にある。

[0060] よって、回避部 3 4 b は開口下方端部 3 5 a 付近で連結部 3 6 と接角虫し、



連結部 3 6 の正面 3 6 b に沿 って変形 を始める。侵入部 3 4 a が現像室 2 9

a に侵入 した場合でも回避部 3 4 b は現像室 2 9 a に侵入することはな く、

軸部材 3 3 の矢印方向 R 方向への回転 とともに現像剤収容室 2 4 a 内を回

り続 ける。

[0061 ] ここで図 7 A に示すように、弾性シ一 卜3 4 に設けられた切込み K は、切

込み K 1、 Κ 2 、 Κ 3 、 Κ 4 によって構成 される。

[0062] なお、侵入部 3 4 a を形成する切込み K 1 と K 2 を合わせて特 に第 1 の切

込み K 5 と呼ぶ。 また、回避部 3 4 b を形成する切込み K 3 と K 4 を合わせ

て、特 に第 2 の切込み K 6 と呼ぶ。

[0063] ここで侵入部 3 4 a が、連結部 3 6 の裏 に侵入 した状態で、軸部材 3 3 の

軸線方向と直交する方向 （図 6 の矢印 A 2 方向）か ら侵入部 3 4 a と切込み

K 2 を見ると、前記侵入部 3 4 a は連結部 3 6 と位置が重なる。 また切込み

K 2 は連結部 3 6 と交差する位置にある （図 4 、図 6 参照）。すなわち第 1

の切込み K 5 の内、切込み K 2 は、長手方向と直交する方向か ら見て連結部

3 6 と交差する位置に設けられた交差部である。切込み K 2 があることによ

つて、侵入部 3 4 a は、連結部 3 6 の裏 に侵入することができる。

[0064] —方、切込み K 3 および、切込み K 4 は、図 7 A 、 7 B に示すように、軸

部材 3 3 の長手方向と交差する方向に延びる切込みである。つまり回避部 3

4 b の先端 3 4 d か ら、軸部材 3 3 に近づ く方向に延びる。 この切込み K 3

、 K 4 があることによって、図 6 に示されるように回避部 3 4 b は連結部 3

6 と当接すると、軸部材 3 3 の回転方向 （図 3 の R 4 で示す方向）において

、上流側 におおきく撓むことができる。

[0065] 切込み K 3 及び K 4 によって、回避部 3 4 b が第一搬送部 3 4 j および侵

入部 3 4 a か ら分割されているので、回避部 3 4 b が連結部 3 6 と当接 して

大 きく橈んでも、第一搬送部 3 4 j および侵入部 3 4 a が大 きく変形するこ

とがない。その結果、侵入部 3 4 a は確実に連結部 3 6 の裏 に侵入すること

ができる。図 6 に示されるように侵入部 3 4 a が連結部 3 6 の裏 に侵入する

際には、回避部 3 4 b は弾性シ一 卜先端 （3 4 c 1、 3 4 c 2 ) よ りも軸部



材 3 3 の回転方向における上流側に撓むことになる。

[0066] 仮に図 8 に示すように、弾性部材 3 4 に切込み K 3 及び K 4 がない場合に

は、連結部 3 6 と当接する弾性部材 3 4 の領域 3 4 k は、その両端において

領域 3 4 ί 、 3 4 h とつながった状態となる。その結果、領域 3 4 k が連結

部 3 6 の正面 3 6 b と当接 して変形 した場合は、弾性シ一 卜3 4 の全体が、

固定端 3 4 f を中心として変形 して しまう。これにより、侵入部 3 4 a もそ

の先端 3 4 c を現像剤収容室 2 4 a に近づける方向に変形 して しまう。こ

の変形の結果、侵入部 3 4 a が現像剤収容室 2 4 a から、現像室 2 9 a に侵

入することが妨げられる可能性がある。

[0067] 以上のことから、本実施例では弾性シ一 卜3 4 に、切込み K 3 及び K 4 を

設けることで、連結部 3 6 と当接する当接部を、第一搬送部 3 4 」と侵入部

3 4 a から切 り離 して回避部 3 4 b としている。連結部 3 6 が回避部 3 4 b

と当接すると、回避部 3 4 のみが軸部材 3 3 の回転方向上流側に橈むことで

、侵入部 3 4 a の変形が回避され、侵入部 3 4 a は連結部 3 6 の裏に侵入 し

やすくなる。

[0068] 一方、現像室 2 9 a に侵入 した後の侵入部 3 4 a は、軸部材 3 3 が矢印方

向R 方向へ更に回転すると、現像開口3 5 における開口上方端部 3 5 b 付

近において再び連結部側面 3 6 a と接触する。そして開口下方端部 3 5 a 通

過時と同様の変形を行いながら現像剤収容室 2 4 a へと戻る。

弾性シ一 卜3 4 はこれらの動作を繰 り返すことで現像開口3 5 に連結部 3 6

を設けた場合でも現像剤収容室 2 4 a の 卜ナ一T を現像室 2 9 a に搬送 し、

連結部 3 6 の周りを含めた現像室 2 9 a 内の攪拌を行うことができる。これ

により、現像室 2 9 a 内における 卜ナ一パッキングゃ連結部 3 6 の周りに 卜

ナ一T が残ることを改善できる。

[0069] < 実施例 2 >

次に実施例 2 に係る現像装置 2 0 について説明する。なお、現像装置の基

本構成やこれが用いられる画像形成装置の構成は前述 した実施例 1 と同様で

あるため、ここでは実施例 1 と同様の機能を有する部材は同一符号を付 して



説明を省略 し、実施例 1 と異なる部分についてのみ説明する。

[0070] 図 9 は実施例 2 に係る現像開口 3 5 と弾性シ一 卜3 7 の構成及び位置関係

を示 した図である。本実施例における弾性シ一 卜3 7 には、弾性シ一 卜3 7

の自由端か ら、連結部 3 6 に対 して斜めに伸びる切込み K 7 によって侵入部

3 7 a と回避部 3 7 b とが区切 られる。切込み K 7 は本実施例における第 1

の切込みであって、連結部 3 6 と交差する方向に延び、侵入部 3 7 a を形成

する。一方、切込み K 8 は、回避部 （当接部） 3 7 b を形成する第 2 の切込

みである。

[0071 ] ここで、軸部材 3 3 の回転中心 Q か ら弾性シ一 卜先端 3 7 c までの距離を

L 8 、回転中心 Q か ら連結部 3 6 の側面 3 6 a と弾性シ一 卜3 7 の交点 3 7

e までの距離を L 7 とする。 また、回転中心 Q か ら連結部背面 3 6 c までの

距離を L 5 (図 7 B ) とすると、実施例 1 と同様に、 L 8 > L 7 > L 5 の関

係が必要である。

[0072] このように侵入部 3 7 a は長手方向において連結部 3 6 と交差する面を有

し、 L 8 > L 7 > L 5 の関係を満たす構成をとる。 この関係を満たせば侵入

部 3 7 a を他の形状 とすることも可能である。

[0073] —方、切込み K 8 は、回避部 （当接部） 3 7 b の先端か ら軸部材 3 3 に近

づ く方向に延びる。 ここで回避部 3 7 b に関 して、回転中心 Q か ら回避部 3

7 b の一端 3 7 d までの距離を L 9 、回転中心 Q か ら回避部 3 7 b の他端 3

7 f までの距離を L 1 0 とする。 また、回転中心 Q か ら連結部正面 3 6 b ま

での距離を L 6 (図 7 B ) とすると、実施例 1 と同様に、 L 9 > L 6 > L 1

0 の関係が必要である。

[0074] 回避部 3 7 b は、連結部 3 6 と接触 した際、切込み K 8 によって軸部材 3

3 の回転方向上流側に橈むことができる。 これにより弾性シ一 卜先端 3 7 c

1 及び 3 7 c 2 の変形を防止できる。 L 9 > L 6 > L 1 0 の関係を満たす構

成であれば、回避部 3 7 b を他の形状 とすることも可能である。

[0075] よって本構成でも実施例 1 と同様に、現像開口 3 5 に連結部 3 6 を設けて

補強を行 った場合でも、侵入部 3 7 a が連結部 3 6 の裏 に回 りこんで、現像



室 2 9 a に侵入することができる。侵入部 3 7 は現像剤収容室 2 4 a の 卜ナ

一を現像室 2 9 a に搬送 し、連結部 3 6 の周りを含めた長手略全域で現像室

2 9 a 内の攪拌を行うことができる。これにより、連結部 3 6 の周りに 卜ナ

—T が残ることや現像室 2 9 a 内での 卜ナ一パッキングを改善できる。

[0076] < 実施例 3 >

次に実施例 3 に係る現像装置 2 0 について説明する。なお、現像装置の基本

構成やこれが用いられる画像形成装置の構成は前述 した実施例 1 と同様であ

るため、ここでは実施例 1 と同様の機能を有する部材は同一符号を付 して説

明を省略 し、実施例 1 と異なる部分についてのみ説明する。

[0077] 図 1 0 は実施例 3 に係る現像開口3 5 と弾性シ一 卜3 9 の構成及び長手方

向の位置関係を示 した図である。本実施例では現像開口3 5 に対 して複数の

連結部 3 8 a 、 3 8 b 、 3 8 c が設けられており、これに対応 して弾性シ一

卜3 9 にも複数の侵入部 3 9 a 1、 3 9 a 2 、 3 9 a 3 と回避部 3 9 b 1、

3 9 b 2 、 3 9 b 3 が設けられている。また、連結部 3 8 a 、 3 8 b 、 3 8

c も実施例 1 とは異なり、開口下方端部 3 5 a と開口上方端部 3 5 b を鉛直

につなぐ直線 Z に対 して傾斜をもってつながっている。

[0078] このように連結部 3 8 の数も現像開口3 5 に対 して 1 つである必要はなく

、補強 したい場所や補強 したい度合いに合わせて複数の連結部 3 8 を設けて

も良い。この場合、弾性シ一 卜3 9 にもこれに対応 した複数の侵入部 3 9 a

と回避部 3 9 b を設けることで、実施例 1 と同様に弾性シ一 卜3 9 は連結部

3 8 を長手略全域で乗り越えることができる。

[0079] また、現像開口3 5 をつなぐ連結部 3 8 も実施例 1 のように長手方向に対

して必ず しも垂直方向に形成する必要はない。つまり長手方向と直交する方

向における、現像開口3 5 の一端部と他端部を連結する構成であればよく、

本実施例のように長手方向に対 して傾斜をもって形成 しても良い。

[0080] 本実施例において、弾性シ一 卜3 9 には、切込み K 9 ， Κ 0 , Κ 1 1 ，

Κ 2 が設けられる。切込み Κ 9 及び切込み Κ 1 0 は、侵入部 3 9 a を形成

する第 1 の切込みである。本実施例では、連結部 3 8 の傾斜に合わせて、連



結部 3 8 と交差する方向に切込み K 1 0 を形成 した。すなわち切込み Κ 1 0

は、第 1 の切込みにおいて、連結部 3 8 と交差する交差部である。

[0081 ] また、切込み Κ 1 1 と Κ 1 2 は回避部 3 9 b を形成する第 2 の切込みであ

る。

[0082] 実施例 1 と同様に、侵入部 3 9 a は連結部 3 8 の裏に回りこみ、現像室 2

9 a に侵入することができる。

[0083] また回避部 3 9 b は、現像剤収容室において、連結部 3 8 と当接する当接

部である。実施例 1 と同様に回避部 3 9 は、連結部 3 8 と当接 した際、弾性

シ一 卜全体が撓むことを抑制する働 きをする。

[0084] < 実施例 4 >

次に実施例 4 に係る現像装置 2 0 について説明する。なお、現像装置の基

本構成やこれが用いられる画像形成装置の構成は前述 した実施例 1 と同様で

あるため、 ここでは実施例 1 と同様の機能を有する部材は同一符号を付 して

説明を省略 し、実施例 1 と異なる部分についてのみ説明する。

[0085] 図 1 1 は実施例 4 に係る現像開口3 5 と弾性シ一 卜4 0 の構成及び長手方

向の位置関係を示 した図である。本実施例における弾性シ一 卜4 0 は、切込

み K 1 3 ， Κ 4 , Κ 5 , Κ 1 6 が設けられる。切込み Κ 1 3 と Κ 1 4 は

、侵入部 4 0 a と侵入部 4 0 a を形成する第 1 の切込みである。また、

切込み K 1 5 とK 1 6 は回避部 4 0 b を形成する第 2 の切込みである。

[0086] 本実施例において、第 1 の切込み K 3 及び K 4 は、 T 字形状を成す。

すなわち切込み K 1 3 は弾性シ一 卜4 0 の自由端から、長手方向と交差する

方向に延び、切込み K 1 4 は切込み K 1 3 か ら二方向に分岐 して延びている

。 これにより 1 つの連結部 3 6 に対 して 2 つの侵入部 4 0 a 1 、 4 0 a 2 が

設けられている。

[0087] つの連結部 3 6 に対 して侵入部を複数設けることで、より効果的に 卜ナ

—の搬送と撹拌が可能となる。

[0088] < 実施例 5 >

次に実施例 5 に係る現像装置 2 0 について説明する。なお、現像装置の基本



構成やこれが用いられる画像形成装置の構成は前述 した実施例 1 と同様であ

るため、 ここでは実施例 1 と同様の機能を有する部材は同一符号を付 して説

明を省略 し、実施例 1 と異なる部分についてのみ説明する。

[0089] 図 1 2 は実施例 5 に係る現像開口 3 5 と弾性シ一 卜4 の構成及び長手方

向の位置関係を示 した図であ り、図 1 3 は弾性シ一 卜3 4 と現像開口 3 5 の

位置関係を示 した図 1 2 における断面図C である。

[0090] 図 1 2 に示すよう、本実施形態の弾性シ一 卜4 1 は、実施例 1 における回

避部 3 4 b (図 4 ) を設ける代わ りに、連結部 3 6 と弾性シ一 卜4 1 との接

触を回避するため、弾性シ一 卜4 1 を切 り欠いて開口部 （シ一 卜開口部） 4

e が設けられている。 この場合図 1 3 に示すよう、軸部材 3 3 の回転中心

Q と開口部 4 e の一端 4 d までの長さを L 1 、回転中心 Q か ら連結部

正面 3 6 b までの距離を L 6 とすると、 L 1 1 < L 6 の関係が必要である。

[0091 ] このような弾性シ一 卜4 を用いた場合、侵入部 4 a が現像室 2 9 a に

侵入する際には、弾性シ一 卜4 は、侵入部 4 a 以外の領域において連結

部 3 6 と接触 しない。そのため弾性シ一 卜4 1 は変形によって、その先端 4

1 c ( 4 c 及び 4 c 2 ) を現像剤収容室 2 4 a 側 に近づけることはな

し、。その結果、侵入部 4 1 a を確実に、現像室 2 9 a に侵入させることがで

きる。

[0092] なお本実施例において、開口部 4 e とつながるように弾性シ一 卜4 の

自由端か ら切込み K 9 が延びている。切込み K 9 及び開口部 4 e は、

侵入部 4 a を形成する第 1 の切込みとなる。開口部 4 e は、連結部 3 6

と交差する方向に形成された交差部である。

[0093] 本発明は上記実施の形態に制限されるものではな く、本発明の精神及び範

囲か ら離脱することな く、様々な変更及び変形が可能である。従 って、本発

明の範囲を公にするために以下の請求項を添付する。

符号の説明

[0094] レーザ ビームプリンタ

a 装置本体



感光体 ドラム

帯電 口一ラ

5 プロセス力一 卜リッ

2 0 現像ュニ ッ ト

2 1 卜ナ一容器

2 2 現像 口一ラ

2 3 規制部材

2 4 現像枠体

2 6 撹拌手段

2 9 卜ナ一各ま蓋

3 0 感光体ュニ ッ 卜

3 1 ク リ一ニ ング手段

3 2 ドラム枠体

3 3 軸部材

3 4 弾性 シ一 ト

3 4 a 侵入部

3 4 b 回避部

3 4 c 弾性 シー ト先端

3 5 現像開口

3 6 連結部

3 6 a 連結部側面

3 6 b 連結部正面

3 6 c 連結部背面

3 5 a 開 口下方端部

3 5 b 開 口上方端部

K 5 第 1 の切込み

K 6 第 の切込み



請求の範囲

現像剤 を内部 に収容する現像剤収容室 において、

現像剤が通過する開口部 と、

前記現像剤収容室の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 に固定され、前記軸部材が回転 した際に、現像剤 を前記

開口部か ら前記現像剤収容室の外部 に搬送するシー ト部材 と、

前記軸部材の長手方向 と直交する方向における、前記開口部の一端

部 と他端部 とを連結する連結部 と、

を備 え、

前記シー ト部材は、前記シー ト部材の自由端か ら延び、前記長手方

向 と直交する方向か ら見て前記連結部 と交差する位置 にある第 1 の切

込みによって形成 された侵入部であ って、前記現像剤収容室の内部か

ら外部 に侵入 して、前記軸部材の長手方向 と直交する方向か ら見て前

記連結部 と位置が重なる侵入部 を有することを特徴 とする現像剤収容

室。

前記シー 卜部材は、前記長手方向 と交差する方向に延びた第 2 の切

込みによって形成 された当接部であ って、前記侵入部が前記現像剤収

容室の外部 に侵入する際に、前記現像剤収容室の内部 にて前記連結部

と当接 し、前記シー ト部材の前記 自由端 よ りも、前記軸部材の回転方

向上流側 に橈む当接部 を有することを特徴 とする請求項 1 に記載の現

像剤収容室。

前記シー 卜部材は、前記侵入部が前記現像剤収容室の外部 に侵入す

る際に、前記シー 卜部材が前記現像剤収容室の内部 にて前記連結部 と

当接 しないよう、 シ一 卜開口部 を有 していることを特徴 とする請求項

1 に記載の現像剤収容室。

前記侵入部 は、前記連結部 と接触 して変形することで、前記現像剤

収容室の外部 に侵入することを特徴 とする請求項 1 に記載の現像剤収

容室。



[ 請求項 5 ] 前記第 1 の切込みは、前記シー ト部材の前記 自由端か ら、前記軸部

材の長手方向 と交差する方向に延びた後、二方向に分岐することで、

前記侵入部 を二つ形成することを特徴 とする請求項 1 に記載の現像剤

収容室。

[ 請求項 6 ] 像担持体 に形成 された潜像 を現像する現像装置 において、

現像剤 を担持する現像剤担持体 と、

前記現像剤担持体 を内部 に配する現像室 と、

現像剤 を内部 に収容する現像剤収容室 と、

前記現像室 と前記現像剤収容室 とを連通する開口部 と、

前記現像剤収容室の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 に固定され、前記軸部材が回転 した際に、現像剤 を前記

剤収容室か ら前記現像室 に搬送するシー ト部材 と、

前記軸部材の長手方向 と直交する方向における、前記開口部の一端

部 と他端部 とを連結する連結部 と、

を備 え、

前記シー ト部材は、前記シー ト部材の自由端か ら延び、前記長手方

向 と直交する方向か ら見て前記連結部 と交差する位置 にある第 1 の切

込みによつて形成 された侵入部であ つて、前記現像剤収容室か ら前記

現像室 に侵入 して、前記軸部材の長手方向 と直交する方向か ら見て前

記連結部 と位置が重なる侵入部 を有することを特徴 とする現像装置。

[ 請求項 7 ] 前記シー ト部材は、前記長手方向 と交差する方向に延びた第 2 の切

込みによって形成 された当接部であ って、前記侵入部が前記現像室 に

侵入する際に、前記現像剤収容室の内部 にて前記連結部 と当接 し、前

記シー 卜部材の前記 自由端 よ りも、前記軸部材の回転方向上流側 に撓

む当接部 を有することを特徴 とする請求項 6 に記載の現像装置。

[ 請求項 8 ] 前記シー ト部材は、前記侵入部が前記現像室 に侵入 した際に、前記

シー 卜部材が前記現像剤収容室の内部 にて前記連結部 と当接 しないよ

う、 シ一 卜開口部 を有 していることを特徴 とする請求項 6 に記載の現



像装置。

前記侵入部 は、前記連結部 と接触 して変形することで、前記現像室

に侵入することを特徴 とする請求項 6 に記載の現像装置。

前記第 1 の切込みは、前記シー ト部材の前記 自由端か ら、前記軸部

材の長手方向 と交差する方向に延びた後、二方向に分岐することで、

前記侵入部 を二つ形成することを特徴 とする請求項 6 に記載の現像装

置。

画像形成装置本体 に着脱可能なプロセス力一 卜リッジにおいて、

潜像が形成 される像担持体 と、

前記潜像 を現像するための現像剤 を担持する現像剤担持体 と、

前記現像剤担持体 を内部 に配する現像室 と、

現像剤 を内部 に収容する現像剤収容室 と、

前記現像室 と前記現像剤収容室 とを連通する開口部 と、

前記現像剤収容室の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 に固定され、前記軸部材が回転 した際に、現像剤 を前記

剤収容室か ら前記現像室 に搬送するシー ト部材 と、

前記軸部材の長手方向 と直交する方向における、前記開口部の一端

部 と他端部 とを連結する連結部 と、

を備 え、

前記シー ト部材は、前記シー ト部材の自由端か ら延び、前記長手方

向 と直交する方向か ら見て前記連結部 と交差する位置 にある第 1 の切

込みによつて形成 された侵入部であ つて、前記現像剤収容室か ら前記

現像室 に侵入 して、前記軸部材の長手方向 と直交する方向か ら見て前

記連結部 と位置が重なる侵入部 を有することを特徴 とするプロセス力

一 卜リツジ。

前記シー 卜部材は、前記長手方向 と交差する方向に延びた第 2 の切

込みによって形成 された当接部であ って、前記侵入部が前記現像室 に

侵入する際に、前記現像剤収容室の内部 にて前記連結部 と当接 し、前



記シー 卜部材の前記 自由端 よ りも、前記軸部材の回転方向上流側 に撓

む当接部 を有することを特徴 とする請求項 1 1 に記載のプロセス力一

卜リッジ。

前記シー 卜部材は、前記侵入部が前記現像剤収容室の外部 に侵入 し

た際に、前記シー 卜部材が前記現像剤収容室の内部 にて前記連結部 と

当接 しないよう、 シ一 卜開口部 を有 していることを特徴 とする請求項

に記載のプロセス力一 卜リッジ。

前記侵入部 は、前記連結部 と接触 して変形することで、前記現像室

に侵入することを特徴 とする請求項 1 1 に記載のプロセス力一 卜リツ

ジ。

前記第 1 の切込みは、前記シー ト部材の前記 自由端か ら、前記軸部

材の長手方向 と交差する方向に延びた後、二方向に分岐することで、

前記侵入部 を二つ形成することを特徴 とする請求項 1 1 に記載のプロ

セスカー 卜リッジ。

記録媒体 に画像 を形成する画像形成装置 において、

記録媒体 を搬送する搬送手段 と、

潜像が形成 される像担持体 と、

前記潜像 を現像するための現像剤 を担持する現像剤担持体 と、

前記現像剤担持体 を内部 に配する現像室 と、

現像剤 を内部 に収容する現像剤収容室 と、

前記現像室 と前記現像剤収容室 とを連通する開口部 と、

前記現像剤収容室の内部 に回転可能 に支持 された軸部材 と、

前記軸部材 に固定され、前記軸部材が回転 した際に、現像剤 を前記

剤収容室か ら前記現像室 に搬送するシー ト部材 と、

前記軸部材の長手方向 と直交する方向における、前記開口部の一端

部 と他端部 とを連結する連結部 と、

を備 え、

前記シー ト部材は、前記シー ト部材の自由端か ら延び、前記長手方



向 と直交する方向か ら見て前記連結部 と交差する位置 にある第 1 の切

込みによつて形成 された侵入部であ つて、前記現像剤収容室か ら前記

現像室 に侵入 して、前記軸部材の長手方向 と直交する方向か ら見て前

記連結部 と位置が重なる侵入部 を有することを特徴 とする画像形成装

置。
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